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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】濾過効率を格段に向上できるとともに、濾過膜
の損傷及び汚染を抑制でき、廃水処理効率が良好である
膜分離活性汚泥処理装置を提供する。
【解決手段】生物凝集手段により生成された凝集汚泥体
及び廃水を混合する生物処理部２と、膜濾過によって浄
化処理水を得る浄化処理水生成部３とを備えた膜分離活
性汚泥処理装置１であって、生物処理部２は、生物凝集
手段により凝集汚泥体を生成する生物凝集槽２４と、生
成された凝集汚泥体及び廃水を混合して混合水を生成し
該混合水を生物処理して汚泥含有生物処理水を得る汚泥
含有生物処理水貯留槽２１とを備え、膜ユニット３１に
より生成された非透過水が、汚泥含有生物処理水貯留槽
２１内の汚泥含有生物処理水よりも凝集汚泥体が濃縮さ
れたものとなるように構成され、非透過水を生物凝集槽
２４に移送する手段が備えることを特徴とする。
【選択図】図９
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　活性汚泥を生物的に凝集させて凝集汚泥体を生成する生物凝集手段により生成された凝
集汚泥体及び廃水を混合して混合水を生成し該混合水を生物処理して汚泥含有生物処理水
を得る生物処理部と、膜濾過を行う膜ユニットを有して前記汚泥含有生物処理水から膜濾
過によって透過水たる浄化処理水を得る浄化処理水生成部とを備えた膜分離活性汚泥処理
装置であって、前記生物処理部は、前記生物凝集手段により凝集汚泥体を生成する生物凝
集槽と、該生成された凝集汚泥体及び廃水を混合して混合水を生成し該混合水を生物処理
して汚泥含有生物処理水を得る汚泥含有生物処理水貯留槽とを備え、前記膜ユニットによ
り生成された非透過水が、前記汚泥含有生物処理水貯留槽内の汚泥含有生物処理水よりも
凝集汚泥体が濃縮されたものとなるように構成されてなり、前記非透過水を前記生物凝集
槽に移送する非透過水移送手段が備えられてなることを特徴とする膜分離活性汚泥処理装
置。
【請求項２】
　活性汚泥を生物的に凝集させて凝集汚泥体を生成する生物凝集手段により生成された凝
集汚泥体及び廃水を混合して混合水を生成し該混合水を生物処理して汚泥含有生物処理水
を得る生物処理部と、膜濾過を行う膜ユニットを有して前記汚泥含有生物処理水から膜濾
過によって透過水たる浄化処理水を得る浄化処理水生成部とを備えた膜分離活性汚泥処理
装置であって、前記生物処理部は、前記生物凝集手段により凝集汚泥体を生成する生物凝
集槽と、該生成された凝集汚泥体及び廃水を混合して混合水を生成し該混合水を生物処理
して汚泥含有生物処理水を得る汚泥含有生物処理水貯留槽とを備え、前記浄化処理水生成
部は、重力沈降により前記汚泥含有生物処理水から凝集汚泥体が前記汚泥含有生物処理水
よりも濃縮された汚泥濃縮水と凝集汚泥体の含有率が前記汚泥含有生物処理水よりも少な
い上澄水とを生成する重力沈降槽、又は、遠心力により前記汚泥含有生物処理水から凝集
汚泥体が前記汚泥含有生物処理水よりも濃縮された汚泥濃縮水と凝集汚泥体の含有率が前
記汚泥含有生物処理水よりも少ないサイクロン処理水とを生成するサイクロンを備え、前
記膜ユニットは、前記上澄水又はサイクロン処理水を膜濾過することによって前記浄化処
理水を生成するように構成されてなり、前記重力沈降槽若しくはサイクロンにより生成さ
れた汚泥濃縮水を前記生物凝集槽に移送する汚泥濃縮水移送手段が備えられてなることを
特徴とする膜分離活性汚泥処理装置。
【請求項３】
　前記生物凝集手段は、担体により前記活性汚泥を凝集させ前記担体から前記凝集汚泥体
を分離させて生成するものであり、前記担体は、活性汚泥が付着される付着体と該付着体
を支持する支持部とを備えてなり、水流によって前記付着体が揺動するように構成されて
なる請求項１又は２記載の膜分離活性汚泥処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、膜分離活性汚泥処理装置および膜分離活性汚泥処理方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、膜分離活性汚泥処理装置は、廃水と活性汚泥とを混合し、生物処理して汚泥含有
生物処理水を形成する生物処理部と、膜濾過を行う膜ユニットを有して前記汚泥含有生物
処理水から膜濾過によって透過水たる浄化処理水を得る浄化処理水生成部とを備えてなる
ことから、用途として、有機物等を含有する廃水の処理に用いられている（例えば、特許
文献１）。
【０００３】
　しかしながら、斯かる膜分離活性汚泥処理装置は、濾過膜が活性汚泥により目詰まりし
てしまい、濾過効率の低下や濾過膜の損傷が生じる虞がある。特に、濾過膜の損傷が生じ
た場合には、濾過膜を交換するためのコストが掛かるという問題がある。このような目詰
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まりを抑制するために、濾過膜を曝気したりするなどをしているが、曝気のためのエネル
ギーが必要となる。また、このような目詰まりが生じてしまった場合、膜ユニットでの水
の流れを逆流させ洗浄水（廃水よりも綺麗な水や、酸、アルカリ、酸化剤等の薬品を含有
する水）を用いて該濾過膜に詰まった活性汚泥を洗い流したり、濾過膜を曝気したりする
などの対応を頻繁に実施することが必要となり手間がかかってしまう虞があり、また、膜
の洗浄のために廃水処理を頻繁に中断しなければならない虞もある。また、濾過膜が詰ま
ったり、洗浄が頻繁に実施されてしまうと、透過水の回収する速度が低下してしまうとい
う問題がある。さらに、洗浄が頻繁に実施されてしまうと、洗浄するためにエネルギーコ
ストが増大してしまうという問題もある。このように、従来の膜分離活性汚泥処理装置は
、廃水処理の効率が悪いという問題を有している。
【０００４】
　斯かる問題に対応すべく、凝集剤により活性汚泥を凝集させて粒径を大きくした活性汚
泥を用いて、膜の目詰まりを生じ難くする膜分離活性汚泥処理装置が開示されている（例
えば、特許文献２）。また、プラスチック等の粒状の担体を核にして活性汚泥を凝集し、
この担体と共に浮遊する活性汚泥を用いる膜分離活性汚泥処理装置も開示されている（例
えば、特許文献３）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００７－２８９９４１号公報
【特許文献２】特開２００６－１５２３６号公報
【特許文献３】特開平９－３０８８８３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献２の如く凝集剤のみで活性汚泥を凝集しようとした場合、凝集
剤が少なすぎると活性汚泥が十分に凝集されず、活性汚泥による膜の目詰まりをほとんど
抑制することができず、一方で、凝集剤の量が多すぎると凝集剤自体が膜に詰まってしま
い、膜を損傷してしまう虞がある。また、活性汚泥は廃水処理の過程で増加しうるので、
活性汚泥の増加に応じて凝集剤をそのつど添加する必要があり、凝集剤のコストが掛かる
という問題もある。
【０００７】
　また、特許文献３の如くプラスチック等の粒状の流動担体を核にして活性汚泥を凝集し
この担体と共に浮遊する活性汚泥を用いた場合には、担体が濾過膜に接触してしまい濾過
膜への損傷が生じてしまう虞がある。また、凝集せずに浮遊する活性汚泥が残存するため
、特許文献１と同様の問題も依然として残る。
【０００８】
　本発明は、上記問題点に鑑み、濾過効率を格段に向上できるとともに、濾過膜の損傷及
び汚染を抑制でき、廃水処理効率が良好である膜分離活性汚泥処理装置を提供することを
一の課題とする。また、濾過効率を格段に向上できるとともに、濾過膜の損傷及び汚染を
抑制でき、廃水処理効率が良好である膜分離活性汚泥処理方法を提供することを他の課題
とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、活性汚泥を生物的に凝集させて凝集汚泥体を生成する生物凝集手段により生
成された凝集汚泥体及び廃水を混合して混合水を生成し該混合水を生物処理して汚泥含有
生物処理水を得る生物処理部と、膜濾過を行う膜ユニットを有して前記汚泥含有生物処理
水から膜濾過によって透過水たる浄化処理水を得る浄化処理水生成部とを備えてなること
を特徴とする膜分離活性汚泥処理装置にある。
【００１０】
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　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、凝集汚泥体が凝集されたものであることによ
り、濾過膜への付着や濾過膜の目詰まりが生じ難くなる。また、凝集汚泥体が前記生物凝
集手段により生成されたものであることにより、濾過膜の損傷を抑制することができる。
その結果、本発明は、濾過効率を向上することができ、さらに、濾過膜の損傷を抑制して
従来よりも濾過膜の寿命を延ばすことができ、また、濾過膜の洗浄頻度や膜洗浄のための
曝気量を抑制して洗浄のためのエネルギーコストを抑制することができるという効果を奏
する。
【００１１】
　また、本発明に係る膜分離活性汚泥処理装置は、好ましくは、前記生物凝集手段は、担
体により前記活性汚泥を凝集させ前記担体から前記凝集汚泥体を分離させて生成するもの
である。
【００１２】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、凝集汚泥体が担体から分離して形成されたも
のであることにより、担体自体と濾過膜とが接触しないようにすることができ、濾過膜の
損傷をより一層抑制することができるという利点がある。また、一の担体から凝集汚泥体
を何度も生成することが可能であるため、従来の担体（流動担体）に比して、活性汚泥を
凝集させやすいという利点がある。
【００１３】
　さらに、前記生物凝集手段として担体により前記活性汚泥を凝集させ前記担体から前記
凝集汚泥体を分離させて生成するものを採用する膜分離活性汚泥処理装置は、好ましくは
、前記生物処理部内には曝気する曝気手段が備えられてなり、前記担体は、前記膜ユニッ
トと離間するように配され、且つ前記活性汚泥が付着される付着体と該付着体を支持する
支持部とを備え、且つ前記曝気手段による曝気によって前記付着体が揺動するように構成
されてなる。
【００１４】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、容易に凝集汚泥体を生成することができると
いう利点がある。
【００１５】
　また、本発明に係る膜分離活性汚泥処理装置は、好ましくは、前記凝集汚泥体の粒径が
、１μｍ～１０ｍｍである。
【００１６】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、前記凝集汚泥体の粒径が１μｍ以上であるこ
とにより、凝集汚泥体が沈降しやすくなり混合水の固液分離性がしやすくなるため、濾過
膜の目詰まりが生じ難くすることができる利点がある。また、前記凝集汚泥体の粒径が１
０ｍｍ以下であることにより、凝集汚泥体による濾過膜間の閉塞が生じるのを抑制するこ
とができるという利点がある。
【００１７】
　尚、凝集汚泥体の粒径とは、凝集汚泥体の集合体を構成する粒子を顕微鏡で測定した最
長部分の長さの算術平均値（試料数：１００個以上）のことである。
【００１８】
　さらに、本発明に係る膜分離活性汚泥処理装置は、好ましくは、前記浄化処理水生成部
が、凝集汚泥体の重力沈降により、前記汚泥含有生物処理水から凝集汚泥体が前記汚泥含
有生物処理水よりも濃縮された汚泥濃縮水と凝集汚泥体の含有率が前記汚泥含有生物処理
水よりも少ない上澄水とを生成する重力沈降槽を備え、前記膜ユニットが、該上澄水を膜
濾過することによって前記浄化処理水を生成するように構成されてなる。
【００１９】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、凝集汚泥体を容易に沈降させることができる
ため、上澄水を容易に形成することができ、また、該上澄水を膜ユニットで濾過すること
により、濾過膜の目詰まりをより一層抑制することができるという利点がある。よって、
濾過膜の洗浄頻度や膜洗浄のための曝気量を低減できる。
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【００２０】
　また、前記重力沈降槽を備え且つ前記膜ユニットが前記上澄水を膜濾過することによっ
て前記浄化処理水を生成するように構成されてなる膜分離活性汚泥処理装置は、好ましく
は、前記膜ユニットが、前記重力沈降槽内の液面下に浸漬膜として設置されてなる。
【００２１】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、装置の構造を簡単にし、また、装置を小型化
することができるという利点がある。
【００２２】
　さらに、前記重力沈降槽を備え且つ前記膜ユニットが前記上澄水を膜濾過することによ
って前記浄化処理水を生成するように構成されてなる膜分離活性汚泥処理装置は、好まし
くは、前記重力沈降槽から前記上澄水が供給され且つ該上澄水を貯留する上澄水貯留槽を
備え、前記膜ユニットは前記上澄水貯留槽内の液面下に浸漬膜として設置されてなる。
【００２３】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、重力沈降槽の汚泥濃縮水に含まれる凝集汚泥
体が上澄水へ浮遊した場合でも、この浮遊した凝集汚泥体が浸透膜に接してしまうのを抑
制することができるため、濾過膜の目詰まりをより一層抑制することができるという利点
がある。また、濾過膜を薬品洗浄した場合に、汚泥含有生物処理水貯留槽にその薬品が混
入し難くなり、汚泥含有生物処理水貯留槽の凝集汚泥体が薬品による影響を受けにくくな
るという利点もある。
【００２４】
　また、前記重力沈降槽を備え且つ前記膜ユニットが前記上澄水を膜濾過することによっ
て前記浄化処理水を生成するように構成されてなる膜分離活性汚泥処理装置は、好ましく
は、前記生物処理部が生成した汚泥含有生物処理水を貯留する汚泥含有生物処理水貯留槽
を備え、前記汚泥含有生物処理水貯留槽と前記重力沈降槽とが、１つの槽が仕切り板で区
画されることにより形成されてなる。
【００２５】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、装置の構造を簡単にし、また、装置を小型化
することができるという利点がある。
【００２６】
　さらに、前記重力沈降槽を備え且つ前記膜ユニットが前記上澄水を膜濾過することによ
って前記浄化処理水を生成するように構成されてなる膜分離活性汚泥処理装置は、好まし
くは、前記重力沈降槽が底部に汚泥濃縮水排出口が設けられてなり、前記底部が、前記汚
泥濃縮水排出口に向けて傾斜するように、下方に向けて先細りとなるテーパー状に形成さ
れてなる。
【００２７】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、汚泥濃縮水を前記重力沈降槽から容易に引き
抜きやすくなり、汚泥濃縮水の凝集汚泥体が浮上するのを抑制することができ、上澄水に
含まれる凝集汚泥体の量を抑制することができるため、濾過膜がより一層目詰まりし難く
なるという利点がある。
【００２８】
　また、前記重力沈降槽を備え且つ前記膜ユニットが前記上澄水を膜濾過することによっ
て前記浄化処理水を生成するように構成されてなる膜分離活性汚泥処理装置は、好ましく
は、前記重力沈降槽の内側に傾斜板が備えられてなる。
【００２９】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、沈降した凝集汚泥体が再浮上するのを抑制す
ることができ、上澄水に含まれる凝集汚泥体の量を抑制することができるため、濾過膜が
より一層目詰まりし難くなるという利点がある。また、水面積負荷を高くしやすいことか
ら重力沈降槽を小型化することが容易となり、又は分離界面（上澄水と汚泥濃縮水との界
面）を低くしやすいことから膜ユニットの設置スペースの確保が容易となるという利点が
ある。
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【００３０】
　さらに、前記重力沈降槽を備え且つ前記膜ユニットが前記上澄水を膜濾過することによ
って前記浄化処理水を生成するように構成されてなる膜分離活性汚泥処理装置は、好まし
くは、前記重力沈降槽が、該槽内に前記汚泥含有生物処理水を分配供給するディストリビ
ューターを備えてなる。
【００３１】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、前記重力沈降槽に浄化処理水を比較的均等に
供給することができ、汚泥濃縮水と上澄水との界面を乱すことを抑制して、上澄水に凝集
汚泥体が混入する量を抑制することができる。従って、濾過膜がより一層目詰まりし難く
なるという利点がある。また、重力沈降槽内に前記汚泥含有生物処理水を供給する手段と
してセンターウェルが備えられてなる重力沈降槽に比して、重力沈降槽を小型化すること
が容易となり、又は膜ユニットの設置スペースの確保が容易となるという利点がある。
【００３２】
　また、前記重力沈降槽を備え且つ前記膜ユニットが前記上澄水を膜濾過することによっ
て前記浄化処理水を生成するように構成されてなる膜分離活性汚泥処理装置は、好ましく
は、前記重力沈降槽が、該槽内周面に沿って、前記汚泥含有生物処理水を旋回させながら
該槽内に供給する旋回供給手段を備えてなる。
【００３３】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、沈降した凝集汚泥体の浮上を抑制することが
でき、上澄水に含まれる凝集汚泥体の量を抑制することができるため、濾過膜がより一層
目詰まりし難くなるという利点がある。また、重力に加えて遠心力により凝集汚泥体を沈
降しやすくすることができることから水面積負荷を高くすることができ重力沈降槽を小型
化することが容易となり、又は重力沈降槽内に前記汚泥含有生物処理水を供給する手段と
してセンターウェルが備えられてなる重力沈降槽に比して重力沈降槽を小型化しやすくな
り膜ユニットの設置スペースの確保が容易となるという利点がある。
【００３４】
　さらに、本発明に係る膜分離活性汚泥処理装置は、好ましくは、前記膜ユニットでの膜
濾過により得られた非透過水に含まれる有機物を酸化処理する非透過水酸化処理部を備え
、該非透過水酸化処理部にて有機物が酸化処理された非透過水が前記混合水の一部として
前記生物処理部に移送されるように構成されてなる。
【００３５】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、非透過水に含まれ且つ凝集汚泥体に分解され
難い物質（難分解性物質）を酸化により凝集汚泥体に分解され易い物質（易分解性物質）
まで分解し、難分解性物質が蓄積するのを抑制して、ファウリングを抑制することができ
るため、濾過膜がより一層目詰まりし難くなるという利点がある。
【００３６】
　さらに、前記重力沈降槽を備え且つ前記膜ユニットが前記上澄水を膜濾過することによ
って前記浄化処理水を生成するように構成されてなる膜分離活性汚泥処理装置は、好まし
くは、前記上澄水に含まれる有機物を酸化処理する上澄水酸化処理部を備え、該上澄水酸
化処理部にて有機物が酸化処理された上澄水を膜濾過することによって前記浄化処理水を
生成するように構成されてなる。
【００３７】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、上澄水に含まれ且つ凝集汚泥体に分解され難
い物質（難分解性物質）を酸化により凝集汚泥体に分解され易い物質（易分解性物質）ま
で分解し、難分解性物質が蓄積するのを抑制して、ファウリングを抑制することができる
ため、濾過膜がより一層目詰まりし難くなるという利点がある。
【００３８】
　また、本発明に係る膜分離活性汚泥処理装置は、好ましくは、前記浄化処理水生成部が
、遠心力により、前記汚泥含有生物処理水から凝集汚泥体が前記汚泥含有生物処理水より
も濃縮された汚泥濃縮水と凝集汚泥体の含有率が前記汚泥含有生物処理水よりも少ないサ
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イクロン処理水とを生成するサイクロンを備え、前記膜ユニットが、該サイクロン処理水
を膜濾過することによって前記浄化処理水を生成するように構成されてなる。
【００３９】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、膜ユニットに供給されるサイクロン処理水に
含まれる凝集汚泥体の含有量が減少されているため、濾過膜がより一層目詰まりし難くな
るという利点がある。また、サイクロンは重力沈殿槽に比して省スペースで済むことから
、省スペースで濾過膜を目詰まりし難くすることができるという利点がある。
【００４０】
　さらに、本発明に係る膜分離活性汚泥処理装置は、好ましくは、前記汚泥含有生物処理
水から凝集汚泥体の含有率が前記汚泥含有生物処理水よりも少ないスクリーン処理水を生
成するスクリーンを備え、前記膜ユニットは、該スクリーン処理水を膜濾過することによ
って前記浄化処理水を生成するように構成されてなる。
【００４１】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、膜ユニットに供給されるスクリーン処理水に
含まれる凝集汚泥体の含有量が減少されているため、濾過膜がより一層目詰まりし難くな
るという利点がある。また、スクリーンは重力沈殿槽に比して省スペースで済むことから
、省スペースで濾過膜を目詰まりし難くすることができるという利点がある。
【００４２】
　また、本発明に係る膜分離活性汚泥処理装置は、好ましくは、前記生物処理部が、前記
生物凝集手段により凝集汚泥体を生成する生物凝集槽と、該生成された凝集汚泥体及び廃
水を混合して混合水を生成し該混合水を生物処理して汚泥含有生物処理水を得る汚泥含有
生物処理水貯留槽とを備えてなり、前記膜ユニットにより生成された非透過水が、前記汚
泥含有生物処理水貯留槽内の汚泥含有生物処理水よりも凝集汚泥体が濃縮されたものとな
るように構成されてなり、前記非透過水を前記生物凝集槽に移送する非透過水移送手段が
備えられてなる。
【００４３】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、活性汚泥が濃縮された非透過水に含まれる活
性汚泥が凝集されるように構成されてなることにより、より効率良く凝集汚泥体を生成し
得るという利点がある。また、非透過水を返送するためのエネルギーを有効利用すること
ができるという利点もある。
【００４４】
　さらに、本発明に係る膜分離活性汚泥処理装置は、好ましくは、前記生物処理部が、前
記生物凝集手段により凝集汚泥体を生成する生物凝集槽と、該生成された凝集汚泥体及び
廃水を混合して混合水を生成し該混合水を生物処理して汚泥含有生物処理水を得る汚泥含
有生物処理水貯留槽とを備えてなり、前記浄化処理水生成部が、重力沈降により前記汚泥
含有生物処理水から凝集汚泥体が前記汚泥含有生物処理水よりも濃縮された汚泥濃縮水と
凝集汚泥体の含有率が前記汚泥含有生物処理水よりも少ない上澄水とを生成する重力沈降
槽、又は、遠心力により前記汚泥含有生物処理水から凝集汚泥体が前記汚泥含有生物処理
水よりも濃縮された汚泥濃縮水と凝集汚泥体の含有率が前記汚泥含有生物処理水よりも少
ないサイクロン処理水とを生成するサイクロンを備えてなり、前記膜ユニットが、前記上
澄水又はサイクロン処理水を膜濾過することによって前記浄化処理水を生成するように構
成されてなり、前記重力沈降槽若しくはサイクロンにより生成された汚泥濃縮水を前記生
物凝集槽に移送する汚泥濃縮水移送手段が備えられてなる。
【００４５】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、活性汚泥が濃縮された凝集汚泥体に含まれる
活性汚泥が凝集されるように構成されてなることにより、より効率良く凝集汚泥体を生成
し得るという利点がある。また、汚泥濃縮水を返送するためのエネルギーを有効利用する
ことができるという利点もある。
【００４６】
　また、前記生物凝集槽と前記汚泥含有生物処理水貯留槽とを備えてなる膜分離活性汚泥
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処理装置は、好ましくは、前記生物凝集手段が、担体により前記活性汚泥を凝集させ前記
担体から前記凝集汚泥体を分離させて生成するものであり、前記担体が、活性汚泥が付着
される付着体と該付着体を支持する支持部とを備えてなり、水流によって前記付着体が揺
動するように構成されてなる。
【００４７】
　斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、水流によって前記付着体が揺動するように構
成されてなることにより、エネルギー効率良く凝集汚泥体が担体から分離され得るという
利点がある。また、効率良く凝集汚泥体を生成することができることから、凝集汚泥体の
生成効率を低下させずに、担体の大きさを小さくし得るという利点もある。
【００４８】
　また、本発明は、活性汚泥を生物的に凝集させて凝集汚泥体を生成する生物凝集手段に
より生成された凝集汚泥体及び廃水を混合して混合水を生成し該混合水を生物処理して汚
泥含有生物処理水を得る生物処理工程と、膜ユニットを用いた膜濾過によって前記汚泥含
有生物処理水から透過水たる浄化処理水を得る浄化処理水生成工程とを備えてなることを
特徴とする膜分離活性汚泥処理方法にある。
【発明の効果】
【００４９】
　以上のように、本発明によれば、濾過効率を格段に向上できるとともに、濾過膜の損傷
及び汚染を抑制でき、廃水処理効率が良好である膜分離活性汚泥処理装置を提供すること
ができる。また、濾過効率を格段に向上できるとともに、濾過膜の損傷及び汚染を抑制で
き、廃水処理効率が良好である膜分離活性汚泥処理方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５０】
【図１】一実施形態に係る膜分離活性汚泥処理装置の概略図。
【図２】図１のＡＡ矢視断面図。
【図３】一実施形態に係る浄化処理水生成部の概略図。
【図４】一実施形態に係る浄化処理水生成部の概略図。
【図５】一実施形態に係る浄化処理水生成部の概略図。
【図６】一実施形態に係る膜分離活性汚泥処理装置の概略図。
【図７】一実施形態に係る膜分離活性汚泥処理装置の概略図。
【図８】一実施形態に係る膜分離活性汚泥処理装置の概略図。
【図９】一実施形態に係る膜分離活性汚泥処理装置の概略図。
【図１０】一実施形態の生物凝集槽の概略図。
【図１１】一実施形態の生物凝集槽の概略図。
【図１２】一実施形態の生物凝集槽の概略図。
【図１３】一実施形態に係る膜分離活性汚泥処理装置の概略図。
【図１４】一実施形態に係る膜分離活性汚泥処理装置の概略図。
【図１５】一実施形態に係る膜分離活性汚泥処理装置の概略図。
【図１６】一実施形態に係る膜分離活性汚泥処理装置の概略図。
【図１７】一実施形態に係る膜分離活性汚泥処理装置の概略図。
【図１８】実施例で用いた浄化処理水生成部の概略図。
【図１９】実施例１及び比較例１の汚泥含有生物処理水を膜濾過した時における膜間の差
圧の経時変化。
【発明を実施するための形態】
【００５１】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照しつつ説明する。
【００５２】
　先ず、本実施形態に係る膜分離活性汚泥処理装置について説明する。
【００５３】
　図１は、本実施形態の膜分離活性汚泥処理装置の概略図である。図１に示すように、本
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実施形態の膜分離活性汚泥処理装置１は、活性汚泥を生物的に凝集させて凝集汚泥体を生
成する生物凝集手段により生成された凝集汚泥体及び廃水Ａを混合して混合水を生成し且
つ該混合水を生物処理して汚泥含有生物処理水を得る生物処理部２と、膜濾過を行う膜ユ
ニット３１を有して前記汚泥含有生物処理水から膜濾過によって透過水たる浄化処理水Ｂ
を得る浄化処理水生成部３とを備えてなる。
【００５４】
　前記生物処理として、具体的には、活性汚泥処理等を挙げることができる。活性汚泥処
理は、細菌、原生動物、後生動物等の生物種を有する活性汚泥と、有機物を含む廃水とを
曝気しながら混合して、該有機物を前記生物種で分解する処理である。　
【００５５】
　また、本実施形態の膜分離活性汚泥処理装置１は、汚泥含有生物処理水が浄化処理水生
成部３に、透過水たる浄化処理水Ｂが透過水貯留部（図示せず）に、前記膜ユニット３１
での膜濾過により得られた非透過水が混合水の一部として生物処理部２に、汚泥濃縮水Ｃ
が汚泥濃縮水貯留部（図示せず）及び／又は混合水の一部として生物処理部２に移送され
るように構成されてなる。
【００５６】
　さらに、本実施形態の膜分離活性汚泥処理装置１は、図１に示すように、汚泥含有生物
処理水を移送する汚泥含有生物処理水移送経路４ａ、透過水たる浄化処理水Ｂを移送する
浄化処理水移送経路４ｂ、汚泥濃縮水Ｃを移送する汚泥濃縮水移送経路４ｃ、非透過水を
移送する非透過水移送経路４ｄを備えてなる。
【００５７】
　廃水Ａは、生物分解することができる有機物等を含有する廃水であれば、特に限定され
るものではないが、該廃水Ａとしては、例えば、生活廃水や、食品工場、化学工場、電子
産業工場、パルプ工場等の工場の廃水等が挙げられる。
【００５８】
　生物処理部２は、図２に示すように、生成した汚泥含有生物処理水を貯留する汚泥含有
生物処理水貯留槽２１と、担体２２と、汚泥含有生物処理水貯留槽２１内を曝気する生物
処理曝気手段２３とを備えてなる。
【００５９】
　前記生物凝集手段は、担体２２により前記活性汚泥を凝集させ、前記担体２２から前記
凝集汚泥体を分離させて生成するものである。
【００６０】
　前記担体２２は、前記膜ユニット３１と離間するように配されてなる。また、前記担体
２２は、前記活性汚泥が付着される付着体２２ａと該付着体２２ａを支持する支持部２２
ｂとを備えてなる。さらに、前記担体２２は、前記生物処理曝気手段２３による曝気によ
って生じる水流で前記付着体２２ａが揺動するように構成されてなる。
【００６１】
　前記付着体２２ａは、糸状に形成されてなる。前記付着体２２ａを構成する材料は、前
記活性汚泥が付着しやすいものであれば特に限定されるものではないが、該材料としては
、例えば、アクリル樹脂、ポリエステル、ポリエチレン、炭素繊維等が挙げられる。
【００６２】
　前記支持部２２ｂを構成する材料は、該付着体２２ａを支持するものであれば特に限定
されるものではないが、該材料としては、例えば、ポリエステル、アクリル樹脂、ポリエ
チレン、炭素繊維等が挙げられる。
【００６３】
　生物処理部２は、必要に応じて、凝集汚泥体の生成をより促進させるべく廃水Ａと活性
汚泥とが混合された水に凝集剤を添加する凝集剤添加手段を備えてなる。
凝集剤としては、従来公知の凝集剤を用いることができ、例えば、ポリ塩化アルミニウム
、塩化第二鉄等の無機系凝集剤、有機系高分子凝集剤等が挙げられる。
【００６４】
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　凝集汚泥体の粒径は、好ましくは、１μｍ～１０ｍｍであり、より好ましくは、１０μ
ｍ～１ｍｍであり、さらに好ましくは、５０μｍ～５００μｍである。本実施形態の膜分
離活性汚泥処理装置１は、凝集汚泥体の粒径が１μｍ以上であることにより、凝集汚泥体
が沈降しやすくなり固液分離性が向上されるため、濾過膜の目詰まりが生じにくくなると
いう利点がある。また、凝集汚泥体の粒径が１０ｍｍ以下であることにより、凝集汚泥体
による濾過膜間の閉塞が生じるのを抑制することができるという利点がある。
【００６５】
　前記浄化処理水生成部３は、図１に示すように、凝集汚泥体の重力沈降により、前記汚
泥含有生物処理水Ｄから凝集汚泥体が前記汚泥含有生物処理水よりも濃縮された汚泥濃縮
水と凝集汚泥体の含有率が前記汚泥含有生物処理水Ｄよりも少ない上澄水とを生成する重
力沈降槽３２を備え、前記膜ユニット３１は、該上澄水を膜濾過することによって前記浄
化処理水を生成するように構成されてなる。
【００６６】
　膜ユニット３１が有する濾過膜の種類としては、特に限定されるものではないが、例え
ば、逆浸透膜（ＲＯ膜）、限外濾過膜（ＵＦ膜）、精密濾過膜（ＭＦ膜）等が挙げられる
。
【００６７】
　前記濾過膜の構造としては、酢酸セルロース、芳香族ポリアミド、ポリビニールアルコ
ール、ポリフッ化ビニリデン、ポリテトラフルオロエチレンなどの素材により形成された
直径数ｍｍの中空糸状に形成されたいわゆる中空糸膜などと呼ばれるタイプのものや、薄
い板状の膜たる平膜と呼ばれるタイプのものなど従来公知のものを採用することができる
。平膜は、膜のクリアランスが通常１０ｍｍ程度であることから、前記濾過膜の構造が平
膜である場合には、凝集汚泥体による該隙間の閉塞を抑制するという観点から、前記凝集
汚泥体の粒径は、１０ｍｍ以下であることが好ましい。中空糸膜は、糸間の隙間が１ｍｍ
程度であることから、前記濾過膜の構造が中空糸膜である場合には、凝集汚泥体による該
隙間の閉塞を抑制するという観点から、前記凝集汚泥体の粒径は、１ｍｍ以下であること
が好ましい。
【００６８】
　膜ユニット３１は、前記重力沈降槽３２内の液面下に浸漬膜として設置されてなる。
【００６９】
　膜ユニット３１は、濾過膜を常時あるいは間欠的に曝気して該濾過膜に付着した凝集汚
泥体等の汚れを取り除く膜曝気手段（図示せず）を備えてなる。
【００７０】
　前記重力沈降槽３２は、図３に示すように、内側に傾斜板３３が備えられてなる。本実
施形態の膜分離活性汚泥処理装置１は、重力沈降槽３２に、内側に傾斜板３３が備えられ
てなることにより、沈降した凝集汚泥体が再浮上するのを抑制することができ、上澄水に
含まれる凝集汚泥体の量を抑制することができるため、濾過膜がより一層目詰まりし難く
なるという利点がある。また、水面積負荷を高くしやすいことから重力沈降槽を小型化す
ることが容易となり、又は分離界面（上澄水と汚泥濃縮水との界面）を低くしやすいこと
から膜ユニットの設置スペースの確保が容易となるという利点がある。
【００７１】
　また、前記重力沈降槽３２は、必要に応じて、図４に示すように、該槽内に前記汚泥含
有生物処理水を分配供給するディストリビューター３４を備えてなる。本実施形態の膜分
離活性汚泥処理装置１は、重力沈降槽３２に、該ディストリビューター３４を備えてなる
ことにより、前記重力沈降槽に浄化処理水を比較的均等に供給することができ、汚泥濃縮
水と上澄水との界面を乱すことを抑制して、上澄水に凝集汚泥体が混入する量を抑制する
ことができる。従って、濾過膜がより一層目詰まりし難くなるという利点がある。また、
重力沈降槽内に前記汚泥含有生物処理水を供給する手段としてセンターウェルが備えられ
てなる重力沈降槽に比して、重力沈降槽を小型化することが容易となり、又は膜ユニット
の設置スペースの確保が容易となるという利点がある。
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【００７２】
　さらに、前記重力沈降槽３２が、必要に応じて、図５に示すように、該槽内周面に沿っ
て、前記汚泥含有生物処理水Ｄを旋回させながら該槽内に供給する旋回供給手段（図示せ
ず）を備えてなる。本実施形態の膜分離活性汚泥処理装置１は、前記重力沈降槽３２が前
記旋回供給手段を備えてなることにより、沈降した凝集汚泥体の浮上を抑制することがで
き、上澄水に含まれる凝集汚泥体の量を抑制することができるため、濾過膜がより一層目
詰まりし難くなるという利点がある。また、重力に加えて遠心力により凝集汚泥体を沈降
しやすくすることができることから水面積負荷を高くすることができ重力沈降槽を小型化
することが容易となり、又は重力沈降槽内に前記汚泥含有生物処理水を供給する手段とし
てセンターウェルが備えられてなる重力沈降槽に比して重力沈降槽を小型化しやすくなり
膜ユニットの設置スペースの確保が容易となるという利点がある。
【００７３】
　本実施形態の膜分離活性汚泥処理装置１は、図１に示すように、必要に応じて、前記膜
ユニット３１での膜濾過により得られた非透過水に含まれる有機物を酸化処理する非透過
水酸化処理部５を備え、該非透過水酸化処理部５にて有機物が酸化処理された非透過水が
前記混合水の一部として前記生物処理部２に移送されるように構成されてなる。
【００７４】
　非透過水酸化処理部５は、前記有機物を酸化する酸化手段を備えてなる。該酸化手段と
しては、例えば、紫外線（ＵＶ）を該有機物に照射する紫外線酸化手段、オゾン（Ｏ3）
を発生して該有機物をオゾン分解させるオゾン酸化手段、次亜塩素酸ナトリウム（ＮａＣ
ｌＯ）を非透過水に添加して該有機物を分解する次亜塩素酸ナトリウム酸化手段等が挙げ
られる。
【００７５】
　非透過水酸化処理部５は、オゾンで前記有機物を酸化する場合、オゾンが生物処理部２
内に混入して凝集汚泥体の生物種が死滅しないように、オゾンを排気するオゾン排気部（
図示せず）を備えてなる。また、非透過水酸化処理部５は、次亜塩素酸ナトリウムで前記
有機物を酸化する場合、次亜塩素酸ナトリウムが生物処理部２内に混入して凝集汚泥体の
生物種が死滅しないように、次亜塩素酸ナトリウムを還元剤で中和する中和部（図示せず
）を備えてなる。
【００７６】
　次に、本実施形態の膜分離活性汚泥処理方法について説明する。本実施形態の膜分離活
性汚泥処理方法は、活性汚泥を生物的に凝集させて凝集汚泥体を生成する生物凝集手段に
より生成された凝集汚泥体及び廃水を混合して混合水を生成し該混合水を生物処理して汚
泥含有生物処理水を得る生物処理工程と、膜ユニットを用いた膜濾過によって前記汚泥含
有生物処理水から透過水たる浄化処理水を得る浄化処理水生成工程とを備えてなる。
【００７７】
　詳しくは、本実施形態の膜分離活性汚泥処理方法は、廃水Ａと活性汚泥とを混合し前記
生物凝集手段により活性汚泥を生物的に凝集させて凝集汚泥体を生成する凝集汚泥体形成
工程と、前記生物処理部２に廃水Ａをさらに供給し、該廃水Ａ及び前記凝集汚泥体を混合
して混合水を生成し該混合水を生物処理して汚泥含有生物処理水を得て、汚泥含有生物処
理水移送経路４ａを介して前記汚泥含有生物処理水を重力沈降槽３２に移送する生物処理
工程と、凝集汚泥体の重力沈降により、該移送された汚泥含有生物処理水から凝集汚泥体
が前記汚泥含有生物処理水よりも濃縮された汚泥濃縮水と凝集汚泥体の含有率が前記汚泥
含有生物処理水よりも少ない上澄水とを生成し、汚泥濃縮水移送経路４ｃを介して汚泥濃
縮水Ｃを汚泥濃縮水貯留槽及び／又は混合水の一部として生物処理部２に移送する重力分
離工程と、該上澄水を膜ユニット３で濾過して透過水たる浄化処理水及び非透過水を得て
、透過水移送経路４ｂを介して透過水を透過水貯留槽に移送し、非透過水移送経路４ｄを
介して非透過水を混合水の一部として生物処理部２に移送する浄化処理水生成工程とを備
えてなる。
【００７８】
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　本実施形態の膜分離活性汚泥処理装置、及び本実施形態の膜分離活性汚泥処理方法は、
上記のように構成されているので、以下の利点を有するものである。
【００７９】
　即ち、本実施形態は、凝集汚泥体が凝集されたものであることにより、濾過膜への付着
や濾過膜の目詰まりが生じ難くなる。また、凝集汚泥体が前記生物凝集手段により生成さ
れたものであることにより、濾過膜の損傷を抑制することができる。その結果、本発明は
、濾過効率を向上することができ、さらに、濾過膜の損傷を抑制して従来よりも濾過膜の
寿命を延ばすことができ、また、洗浄の頻度を抑制して洗浄のためのエネルギーコストを
抑制することができるという効果を奏する。
【００８０】
　また、本実施形態は、前記生物凝集手段は、担体により前記活性汚泥を凝集させ前記担
体から前記凝集汚泥体を分離させて生成するものであることにより、担体自体と濾過膜と
が接触しないようにすることができ、濾過膜の損傷をより一層抑制することができるとい
う利点がある。また、一の担体から凝集汚泥体を何度も生成することが可能であるため、
従来の担体（流動担体）に比して、活性汚泥を凝集させやすいという利点がある。
【００８１】
　さらに、本実施形態は、前記生物処理部内には曝気する曝気手段が備えられてなり、前
記担体が前記膜ユニットと離間するように配され且つ前記活性汚泥が付着される付着体と
該付着体を支持する支持部とを備え且つ前記曝気手段による曝気によって前記付着体が揺
動するように構成されてなることにより、容易に凝集汚泥体を生成することができるとい
う利点がある。
【００８２】
　また、本実施形態は、前記重力沈降槽を備え、前記膜ユニットが、該上澄水を膜濾過す
ることによって前記浄化処理水を生成するように構成されてなることにより、凝集汚泥体
を容易に沈降させることができるため、上澄水を容易に形成することができ、また、該上
澄水を膜ユニットで濾過することにより、濾過膜の目詰まりをより一層抑制することがで
きるという利点がある。よって、濾過膜の洗浄頻度や膜洗浄のための曝気量を低減するこ
とができる。
【００８３】
　さらに、本実施形態は、前記膜ユニットが、前記重力沈降槽内の液面下に浸漬膜として
設置されてなることにより、装置の構造を簡単にし、また、装置を小型化することができ
るという利点がある。
【００８４】
　また、本実施形態は、前記非透過水酸化処理部を備え、該非透過水酸化処理部にて有機
物が酸化処理された非透過水が前記混合水の一部として前記生物処理部に移送されるよう
に構成されてなることにより、非透過水に含まれ且つ凝集汚泥体に分解され難い物質（難
分解性物質）を酸化により凝集汚泥体に分解され易い物質（易分解性物質）まで分解し、
難分解性物質が蓄積するのを抑制して、ファウリングを抑制することができるため、濾過
膜がより一層目詰まりし難くなるという利点がある。
【００８５】
　尚、本実施形態の膜分離活性汚泥処理装置、及び本実施形態の膜分離活性汚泥処理方法
は、上記構成により、上述の利点を有するものであったが、本発明の膜分離活性汚泥処理
装置、及び本発明の膜分離活性汚泥処理方法は、上記構成に限定されず、適宜設計変更可
能である。
【００８６】
　例えば、本実施形態の膜分離活性汚泥処理装置は、前記付着体２２ａが糸状に形成され
てなるが、本実施形態の膜分離活性汚泥処理装置は、例えば、前記付着体２２ａが球状に
形成され且つ前記曝気手段による曝気によって前記支持部２２ｂが揺動することにより付
着体２２ａが揺動するように構成されてもよい。
【００８７】
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　また、本実施形態の膜分離活性汚泥処理装置は、前記膜ユニットが、前記重力沈降槽内
の液面下に浸漬膜として設置されてなるが、本発明の膜分離活性汚泥処理装置は、図６に
示すように、前記重力沈降槽３２から前記上澄水が供給され且つ該上澄水を貯留する上澄
水貯留槽３５を備え、前記膜ユニットが前記上澄水貯留槽内の液面下に浸漬膜として設置
されてもよい。前記浸漬膜が、前記上澄水貯留槽の上澄水を濾過することにより、重力沈
降槽の汚泥濃縮水に含まれる凝集汚泥体が上澄水へ浮遊した場合でも、この浮遊した凝集
汚泥体が浸透膜に接してしまうのを抑制することができるため、濾過膜の目詰まりをより
一層抑制することができるという利点がある。また、濾過膜を薬品洗浄した場合に、汚泥
含有生物処理水貯留槽にその薬品が混入し難くなり、汚泥含有生物処理水貯留槽の凝集汚
泥体が薬品による影響を受けにくくなるという利点もある。
【００８８】
　さらに、本実施形態の膜分離活性汚泥処理装置は、図１では、汚泥含有生物処理水貯留
槽２１と重力沈降槽３２とが離間した別の槽で形成されてなるが、本発明の膜分離活性汚
泥処理装置は、図６に示すように、汚泥含有生物処理水貯留槽２１と重力沈降槽３２とは
、１つの槽が槽仕切り板６で区画されることにより形成されてもよい。斯かる膜分離活性
汚泥処理装置によれば、装置の構造を簡単にし、また、装置を小型化することができると
いう利点がある。また、斯かる膜分離活性汚泥処理装置は、好ましくは、図６に示すよう
に、前記重力沈降槽３２は底部３２ａに汚泥濃縮水排出口が設けられてなり、前記底部３
２ａは、前記汚泥濃縮水排出口に向けて傾斜するように、下方に向けて先細りとなるテー
パー状に形成されてなる。斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、汚泥濃縮水を前記重
力沈降槽３２から容易に引き抜きやすくなり、汚泥濃縮水の凝集汚泥体が浮上するのを抑
制することができ、上澄水に含まれる凝集汚泥体の量を抑制することができるため、濾過
膜がより一層目詰まりし難くなるという利点がある。
【００８９】
　また、本実施形態の膜分離活性汚泥処理装置は、前記膜ユニット３１が、該上澄水を膜
濾過することによって前記浄化処理水を生成するように構成されてなるが、本発明の膜分
離活性汚泥処理装置は、図７に示すように、膜ユニット３１が圧力容器に濾過膜が収納さ
れたタイプであり、重力沈降槽３２の槽外に設置され、且つ上澄水がポンプ７を介して加
圧されてから該膜ユニット３１に供給されるように構成されてもよい。斯かる膜分離活性
汚泥処理装置によれば、高圧力による濾過が可能となるため、膜ユニットが浸漬膜の場合
に比べて、透過水を高い透過流束で回収することができ、薬品等による洗浄等が行い易く
なるという利点がある。
【００９０】
　さらに、斯かる膜分離活性汚泥処理装置は、好ましくは、図７に示すように、前記上澄
水に含まれる有機物を酸化処理する上澄水酸化処理部８を備え、該上澄水酸化処理部８に
て有機物が酸化処理された上澄水を膜濾過することによって前記浄化処理水を生成するよ
うに構成されていてもよく、さらに、非透過水が非透過水酸化部５により酸化処理されて
から混合水の一部として汚泥含有生物処理水貯留槽２１に移送されるように構成されてい
てもよい。斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、上澄水に含まれ且つ凝集汚泥体に分
解され難い物質（難分解性物質）を酸化により凝集汚泥体に分解され易い物質（易分解性
物質）まで分解し、難分解性物質が蓄積するのを抑制して、ファウリングを抑制すること
ができるため、濾過膜がより一層目詰まりし難くなるという利点がある。
【００９１】
　また、本実施形態の膜分離活性汚泥処理装置は、汚泥含有生物処理水から汚泥濃縮水と
上澄水とを生成する重力沈降槽を備えてなるが、本発明の膜分離活性汚泥処理装置は、図
８に示すように、前記浄化処理水生成部が、遠心力により、前記汚泥含有生物処理水から
凝集汚泥体が前記汚泥含有生物処理水よりも濃縮された汚泥濃縮水と凝集汚泥体の含有率
が前記汚泥含有生物処理水よりも少ないサイクロン処理水とを生成するサイクロン９を備
え、前記膜ユニットが該サイクロン処理水を膜濾過することによって前記浄化処理水を生
成するように構成されていてもよく、さらに、汚泥含有生物処理水がサイクロン９に移送
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され、汚泥濃縮水が汚泥濃縮水貯留部（図示せず）及び／又は混合水の一部として生物処
理部２に移送されるように構成されていてもよい。斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれ
ば、膜ユニットに供給されるサイクロン処理水に含まれる凝集汚泥体の含有量が減少され
ているため、濾過膜がより一層目詰まりし難くなるという利点がある。また、サイクロン
は重力沈殿槽に比して省スペースで済むことから、省スペースで濾過膜を目詰まりし難く
することができるという利点がある。また、本発明の膜分離活性汚泥処理装置は、前記サ
イクロン９の代わりにスクリーンを備えてもよく、具体的には、前記汚泥含有生物処理水
から凝集汚泥体の含有率が前記汚泥含有生物処理水よりも少ないスクリーン処理水を生成
するスクリーンを備え、前記膜ユニットは、該スクリーン処理水を膜濾過することによっ
て前記浄化処理水を生成するように構成されてもよく、さらに、汚泥含有生物処理水がス
クリーンに移送されるように構成されていてもよい。斯かる膜分離活性汚泥処理装置によ
れば、膜ユニットに供給されるスクリーン処理水に含まれる凝集汚泥体の含有量が減少さ
れているため、濾過膜がより一層目詰まりし難くなるという利点がある。また、スクリー
ンは重力沈殿槽に比して省スペースで済むことから、省スペースで濾過膜を目詰まりし難
くすることができるという利点がある。
【００９２】
　さらに、本実施形態の膜分離活性汚泥処理装置は、前記汚泥含有生物処理水貯留槽２１
が凝集汚泥体を生成するが、本発明の膜分離活性汚泥処理装置は、図９に示すように、前
記生物処理部２が、前記生物凝集手段により凝集汚泥体を生成する生物凝集槽２４と、該
生成された凝集汚泥体及び廃水を混合して混合水を生成し該混合水を生物処理して汚泥含
有生物処理水を得る汚泥含有生物処理水貯留槽２１とを備えてなり、前記浄化処理水生成
部３が、重力沈降により前記汚泥含有生物処理水から凝集汚泥体が前記汚泥含有生物処理
水よりも濃縮された汚泥濃縮水と凝集汚泥体の含有率が前記汚泥含有生物処理水よりも少
ない上澄水とを生成する重力沈降槽３２を備えてなり、前記膜ユニット３１が、前記上澄
水を膜濾過することによって前記浄化処理水を生成するように構成されてなり、前記重力
沈降槽３２により生成された汚泥濃縮水を前記生物凝集槽２４に移送する汚泥濃縮水移送
手段１０が備えられてもよい。
【００９３】
　また、斯かる膜分離活性汚泥処理装置は、前記生物凝集槽２４で生成された凝集汚泥体
を汚泥含有生物処理水貯留槽２１に移送する凝集汚泥体移送経路１１を備えてなる。また
、斯かる膜分離活性汚泥処理装置は、必要に応じて、前記生物凝集槽２４内を曝気する生
物凝集槽曝気手段（図示せず）を備えてなるが、該生物凝集槽曝気手段（図示せず）を備
えない態様であってもよい。
【００９４】
　さらに、斯かる膜分離活性汚泥処理装置は、前記生物凝集槽２４と前記汚泥含有生物処
理水貯留槽２１とが別体の槽となるように区画されて形成されてなる。
【００９５】
　また、斯かる膜分離活性汚泥処理装置は、好ましくは、前記生物凝集手段が、担体２２
により前記活性汚泥を凝集させ前記担体２２から前記凝集汚泥体を分離させて生成するも
のであり、前記担体２２が、活性汚泥が付着される付着体２２ａと該付着体２２ａを支持
する支持部２２ｂとを備えてなり、前記汚泥濃縮水移送手段１０から前記生物凝集槽２４
に移送される汚泥濃縮水の水流によって前記付着体２２ａが揺動するように構成されてな
る。また、斯かる膜分離活性汚泥処理装置は、生物凝集槽２４が担体２２により活性汚泥
を凝集させるように構成されてなる代わりに、生物凝集槽２４として、汚泥濃縮水が乱流
で移送され得るように移送経路の長さが延長されたものや経路が細分化されたもの、具体
的には、図１０に示すような流路がジグザグにされたものや、図１１に示すような多管状
（ハニカム状）のものや、図１２に示すようなスタティクミキサーが設けられてなるもの
を備えてもよい。斯かる膜分離活性汚泥処理装置によれば、高速に活性汚泥を壁様のもの
に衝突させることができるため、効率良く凝集汚泥体を生成し得るという利点がある。
【００９６】
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　さらに、斯かる膜分離活性汚泥処理装置は、図１３に示すように、前記重力沈降槽３２
の代わりに、遠心力により前記汚泥含有生物処理水から凝集汚泥体が前記汚泥含有生物処
理水よりも濃縮された汚泥濃縮水と凝集汚泥体の含有率が前記汚泥含有生物処理水よりも
少ないサイクロン処理水とを生成するサイクロン９を備え、前記膜ユニット３１が、前記
サイクロン処理水を膜濾過することによって前記浄化処理水を生成するように構成されて
なり、前記サイクロン９により生成された汚泥濃縮水を前記生物凝集槽２４に移送する汚
泥濃縮水移送手段１０が備えられてもよい。
【００９７】
　また、本発明の膜分離活性汚泥処理装置は、図１４に示すように、前記生物処理部２が
、前記生物凝集手段により凝集汚泥体を生成する生物凝集槽２４と、該生成された凝集汚
泥体及び廃水を混合して混合水を生成し該混合水を生物処理して汚泥含有生物処理水を得
る汚泥含有生物処理水貯留槽２１とを備えてなり、前記膜ユニット３１により生成された
非透過水が、前記汚泥含有生物処理水貯留槽２１内の汚泥含有生物処理水よりも凝集汚泥
体が濃縮されたものとなるように構成されてなり、前記非透過水を前記生物凝集槽に移送
する非透過水移送手段１２が備えられてもよい。また、斯かる膜分離活性汚泥処理装置は
、汚泥含有生物処理水がポンプ１３を介して膜ユニット３１に移送され、必要に応じて、
非透過水Ｅが非透過水貯留槽（図示せず）に移送されるように構成されてなる。
【００９８】
　さらに、斯かる膜分離活性汚泥処理装置は、好ましくは、前記生物凝集手段が、担体２
２により前記活性汚泥を凝集させ前記担体２２から前記凝集汚泥体を分離させて生成する
ものであり、前記担体２２が、活性汚泥が付着される付着体２２ａと該付着体２２ａを支
持する支持部２２ｂとを備えてなり、前記非透過水移送手段１２から前記生物凝集槽２４
に移送される非透過水の水流によって前記付着体２２ａが揺動するように構成されてなる
。
【００９９】
　また、本発明の膜分離活性汚泥処理装置は、図１５～１７に示すように、前記汚泥含有
生物処理水貯留槽２１及び前記生物凝集槽２４の水面下にそれぞれ担体２２が収容される
ように構成されていてもよい。
【実施例】
【０１００】
　次に、実施例および比較例を挙げて本発明についてさらに具体的に説明する。
【０１０１】
（実施例１）
　汚泥含有生物処理水貯留槽（容積：１０．６Ｌ、内寸：１１５ｃｍ（幅）×１４５ｃｍ
（奥行き）×６４０ｃｍ（高さ））、担体としてのバイオフリンジ（登録商標）（エヌ・
イー・ティ社製）、及び生物処理曝気手段としてポンプを用いて活性汚泥及び廃水を混合
して凝集汚泥体を生成し実施例１の汚泥含有生物処理水を生成した。具体的には、まず、
前記汚泥含有生物処理水貯留槽内に廃水（魚肉エキス・ペプトンを主成分としたＢＯＤを
１０００ｍｇ／Ｌ含有し且つｐＨ緩衝成分としてのＮａＨＣＯ3でｐＨ７．０に調整され
た廃水）及び活性汚泥を入れた（このときを以下「初期注入時」という）。そして、生物
処理曝気手段によって一日曝気して廃水と活性汚泥とを混合して活性汚泥を担体により凝
集させた。その後、初期注入時から１週間（初期注入時から１日間は除く）には２．５Ｌ
／ｄ、１～２週の間には５Ｌ／ｄ、２～３週の間には１０Ｌ／ｄ、３～５週の間には１５
Ｌ／ｄ、５～７週の間には２３Ｌ／ｄ、７～８週の間には３０Ｌ／ｄの一定速度で廃水を
注入し且つ廃水と活性汚泥とを混合しつつ曝気して、活性汚泥を担体によって凝集させ担
体から分離させて凝集汚泥体を生成し実施例１の汚泥含有生物処理水を生成した。尚、曝
気は空気量１０Ｌ／ｍｉｎで行った。また、前記汚泥含有生物処理水貯留槽内のＭＬＳＳ
が９，０００～１０，０００ｍｇ／Ｌになるよう前記汚泥含有生物処理水貯留槽内の汚泥
を引き抜いた。
【０１０２】
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（実施例２）
　前記汚泥含有生物処理水貯留槽内のＭＬＳＳが５，０００～６，０００ｍｇ／Ｌになる
ように、前記汚泥含有生物処理水貯留槽内の汚泥を引き抜いたこと以外は実施例１と同様
な方法で、表１に示すように、ＭＬＳＳが、５，６６０ｍｇ／Ｌ、ＭＬＶＳＳが、５，２
７０ｍｇ／Ｌである実施例２の汚泥含有生物処理水を生成した。
【０１０３】
（比較例１）
　担体としてのバイオフリンジ（登録商標）を設置しなかったこと以外は実施例１と同様
な方法で、表１に示すように、実施例１の浄化処理水のＭＬＳＳ及びＭＬＶＳＳが同程度
の比較例１の汚泥含有生物処理水を生成した。
【０１０４】
（比較例２）
　担体としてのバイオフリンジ（登録商標）を設置しなかったこと以外は実施例２と同様
な方法で、表１に示すように、実施例２の浄化処理水のＭＬＳＳ及びＭＬＶＳＳが同程度
の比較例２の汚泥含有生物処理水を生成した。
【０１０５】
　実施例及び比較例の汚泥含有生物処理水を下記の試験に供した。
【０１０６】
　実施例及び比較例の汚泥含有生物処理水中のＭＬＳＳ、ＭＬＶＳＳ、活性汚泥沈降率（
ＳＶ３０）は、ＪＩＳ Ｂ ９９４４（「活性汚泥処理装置の試験方法」）に従って測定し
た。また、ＭＬＳＳに対するＭＬＶＳＳの比（ＶＳＳ／ＳＳ比）を算出した。
【０１０７】
　濾過器上に５種Ｃ（ＪＩＳ Ｐ ３８０１）の濾紙（アドバンテック社製、直径１８．５
ｃｍ）を載置し、該濾紙上に実施例及び比較例の汚泥含有生物処理水を５０ｍＬ滴下し、
滴下して５分経過後に濾紙を透過した濾液（透過水）の量（透過水量）を測定した。
【０１０８】
　実施例及び比較例の汚泥含有生物処理水中の粘度は、粘度計（商品名：ビスコテスター
ＶＴ－０３Ｆ、リオン社製）で測定した。
【０１０９】
　実施例及び比較例の汚泥含有生物処理水中を前記５種Ｃの濾紙で濾過して濾液（透過水
）を得た。該透過水に含まれる全有機炭素（ＴＯＣ）濃度（透過水中のＴＯＣ（５Ｃ））
を、ＴＯＣ計（商品名：ＴＯＣ－５０００Ａ、島津製作所社製）で測定した。
【０１１０】
　実施例及び比較例の汚泥含有生物処理水中を０．１μｍの濾紙（アドバンテック社製）
で濾過して濾液を得た。該濾液に含まれる全有機炭素（ＴＯＣ）濃度（透過水中のＴＯＣ
（０．１μｍ））を、前記ＴＯＣ計で測定した。
【０１１１】
　実施例及び比較例の汚泥含有生物処理水中の溶解性微生物代謝産物（Ｓｏｌｕｂｌｅ 
Ｍｉｃｒｏｂｉａｌ Ｐｒｏｄｕｃｔｓ（ＳＭＰ））濃度は、下記式（１）で算出した。
　ＳＭＰ＝ＴＯＣ（５Ｃ）－ＴＯＣ（０．１μｍ）　　（１）
【０１１２】
　図１８に示すように、実施例１及び比較例１の汚泥含有生物処理水をぞれぞれ５００Ｌ
タンク５１に入れ、膜ユニットとしての浸漬膜５２（ポリフッ化ビニリデン（ＰＶＤＦ）
製、孔径：０．１μｍ、表面積：０．０５ｍ3）を該タンク５１内の汚泥含有生物処理水
５３に浸漬し、常時汚泥含有生物処理水５３を攪拌機５４で撹拌し且つブロア５５で曝気
しながら膜濾過し膜差水圧（膜間差圧）を圧力データロガー５６（商品名：ＤＡＱＳＴＡ
ＴＩＯＮ ＤＸ１２０、横河電機社製）で測定した。膜差水圧の経時変化を図１９に示す
。温度２５℃、透過水の流束０．６ｍ／ｄの条件下で測定を行った。尚、比較例１の汚泥
含有生物処理水では、膜の目詰まりにより流束０．６ｍ／ｄの条件下での透過水の回収を
測定開始直後から実施できなくなったため、比較例１については、図１０に、透過水の流



(17) JP 2013-240794 A 2013.12.5

10

20

30

束０．６ｍ／ｄでの膜差水圧として換算した値を示す。換算値は、下記式（２）により算
出した。
　膜差水圧（換算値）
　　＝膜差水圧（実測値）×０．６ｍ／ｄ÷透過流束（ｍ／ｄ）（実測値）　（２）
【０１１３】
　上記試験の結果を表１、図１９に示す。
【０１１４】
【表１】

【０１１５】
　本発明の範囲内である実施例１、２の汚泥含有生物処理水は、ＭＬＳＳ、ＭＬＶＳＳが
同程度であり、且つ凝集させていない活性汚泥を有してなる比較例１、２の汚泥含有生物
処理水に比して、ＳＶ３０、粘度、ＳＭＰ、透過水中ＴＯＣ（５Ｃ）、透過水中ＴＯＣ（
０．１μｍ）が低い値を示した。また、図１０に示すように、本発明の範囲内である実施
例１の汚泥含有生物処理水の膜濾過では、比較例１の汚泥含有生物処理水の膜濾過に比し
て、膜間の差圧は小さく安定しており、濾過膜の汚染が抑制されることが示された。
【符号の説明】
【０１１６】
　１：膜分離活性汚泥処理装置、２：生物処理部、３：浄化処理水生成部、４ａ：汚泥含
有生物処理水移送経路、４ｂ：浄化処理水移送経路、４ｃ：汚泥濃縮水移送経路、４ｄ：
非透過水移送経路、５：非透過水酸化処理部、６：槽仕切り板、７：ポンプ、８：上澄水
酸化処理部、９：サイクロン、１０：汚泥濃縮水移送手段、１１：凝集汚泥体移送経路、
１２：非透過水移送手段、１３：ポンプ、２１：汚泥含有生物処理水貯留槽、２２：担体
、２２ａ：付着体、２２ｂ：支持部、２３：生物処理曝気手段、２４：生物凝集槽、３１
：膜ユニット、３２：重力沈降槽、３３：傾斜板、３４：ディストリビューター、３５：
上澄水貯留層、５１：タンク、５２：浸漬膜、５３：汚泥含有生物処理水、５４：攪拌機
、５５：ブロア、５６：圧力データロガー、Ａ：廃水、Ｂ：浄化処理水、Ｃ：汚泥濃縮水
、Ｄ：汚泥含有生物処理水、Ｅ：非透過水　
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